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第第        号号   議議   案案   

  

  

令令 和和 ４４ 年年 度度 敦敦 賀賀 市市 一一 般般 会会 計計 予予 算算  

  

  令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの一一般般会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろにによよるる。。  

  （（歳歳入入歳歳出出予予算算））  

第第１１条条  歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ  

３３７７,,３３７７５５,,３３１１１１千千円円とと定定めめるる。。  

２２   歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表  

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。  

  （（継継続続費費））  

第第２２条条  地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２１１２２条条第第１１項項のの

規規定定にによよるる継継続続費費のの経経費費のの総総額額及及びび年年割割額額はは、、「「第第２２表表  継継続続費費」」

にによよるる。。  

（（債債務務負負担担行行為為））  

第第３３条条  地地方方自自治治法法第第２２１１４４条条のの規規定定にによよりり債債務務をを負負担担すするる行行為為ををすす

るるここととががででききるる事事項項、、期期間間及及びび限限度度額額はは、、「「第第３３表表  債債務務負負担担行行為為

」」にによよるる。。  

  （（地地方方債債））  

第第４４条条  地地方方自自治治法法第第２２３３００条条第第１１項項のの規規定定にによよりり起起ここすすここととががでできき

るる地地方方債債のの起起債債のの目目的的、、限限度度額額、、起起債債のの方方法法、、利利率率及及びび償償還還のの方方法法

はは、、「「第第４４表表  地地方方債債」」にによよるる。。  

  （（一一時時借借入入金金））  

第第５５条条  地地方方自自治治法法第第２２３３５５条条のの３３第第２２項項のの規規定定にによよるる一一時時借借入入金金のの

借借入入れれのの最最高高額額はは、、１１,,５５００００,,００００００千千円円とと定定めめるる。。  

  （（歳歳出出予予算算のの流流用用））  

第第６６条条  地地方方自自治治法法第第２２２２００条条第第２２項項たただだしし書書のの規規定定にによよりり、、歳歳出出予予

算算のの各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるここととががででききるる場場合合はは、、次次ののととおおりり

とと定定めめるる。。  

第　10　号　議　案

─  1  ─ 一般会計



((11))  各各項項にに計計上上ししたた報報酬酬、、給給料料、、職職員員手手当当等等及及びび共共済済費費にに係係るる予予算算

額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各

項項のの間間のの流流用用  

  

  

    令令和和  ４４   年年   ２２   月月２２４４日日  提提出出  

  

  

  

                                敦敦賀賀市市長長    渕渕   上上   隆隆   信信
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第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

12,370,731

220,112

8,000

40,000

30,000

100,000

1,450,000

10,000

16,000

70,000

1,650,000

7,000

93,571

3

6

9

12

15

17

18

21

25

27

30

33

36

市 税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

5
10
15
20
25
35
40

5
10
15
20
25

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

市 民 税
固定資産税
軽自動車税
市たばこ税
鉱 産 税
入 湯 税
都市計画税

地方揮発油譲与税
自動車重量譲与税
地方道路譲与税
特別とん譲与税
森林環境譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

負 担 金

4,246,673
6,791,472
234,291
550,847
313

17,328
529,807

50,000
135,000

1
20,000
15,111

8,000

40,000

30,000

100,000

1,450,000

10,000

16,000

70,000

1,650,000

7,000

93,571
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款 項 金 額

（単位：千円）

574,241

5,504,429

3,262,672

21,366

5,000,031

2,449,075

10

1,708,073

2,790,000

39

42

45

48

51

54

57

60

63

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

5
10

5
10
15

5
10
15
20

5
10

5

5

5

5
10
15
20
25

5

使 用 料
手 数 料

国庫負担金
国庫補助金
委 託 金

県負担金
県補助金
県交付金
委 託 金

財産運用収入
財産売払収入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

延滞金加算金及び過料
市預金利子
貸付金元利収入
受託事業収入
雑 入

市 債

498,046
76,195

2,265,071
3,197,365
41,993

907,117
1,112,479
1,204,388
38,688

21,364
2

5,000,031

2,449,075

10

7,000
100

402,000
132,154
1,166,819

2,790,000

歳 入 合 計 37,375,311
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款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

6

9

12

15

18

21

24

27

30

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

283,860

8,204,237

10,818,364

4,420,583

117,988

619,979

1,556,906

4,434,905

948,514

3,722,311

5

5
10
15
20
25
30

5
10
15

5
10

5

5
10
15

5

5
10
15
20
25
30

5

5
10
15

議 会 費

総務管理費
徴 税 費
戸籍住民基本台帳費
選 挙 費
統計調査費
監査委員費

社会福祉費
児童福祉費
生活保護費

保健衛生費
清 掃 費

労働諸費

農 業 費
林 業 費
水産業費

商 工 費

土木管理費
道路橋りょう費
河 川 費
港 湾 費
都市計画費
住 宅 費

消 防 費

教育総務費
小学校費
中学校費

283,860

7,662,366
328,448
119,134
51,811
9,178
33,300

5,334,641
4,869,533
614,190

2,072,885
2,347,698

117,988

408,544
133,208
78,227

1,556,906

91,828
724,690
64,479
22,781

3,269,346
261,781

948,514

604,485
592,681
326,587
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款 項 金 額

（単位：千円）

33

36

39

災害復旧費

公 債 費

予 備 費

20 幼稚園費 321,375

4,000

2,223,664

20,000

23
25
30

5
10

5

5

大 学 費
社会教育費
保健体育費

農林水産施設災害復旧費
公共土木施設災害復旧費

公 債 費

予 備 費

439,588
982,372
455,223

2,000
2,000

2,223,664

20,000

歳 出 合 計 37,375,311
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第第   ２２   表表   

  

  

  

継継 続続 費費  

  

（（ 単単 位位   千千 円円 ））   

款款   項項   事事   業業   名名   総総     額額   年年     度度   年年   割割   額額   

2244  土土 木木 費費   2255  都都市市計計画画費費  

北北 陸陸 新新 幹幹 線線  

駅駅 周周 辺辺 施施 設設  

整整 備備 事事 業業  

１１ ,,１１ ５５ ４４ ,,２２ ００ ００  

令令 和和 ４４ 年年 度度   ９９ ４４ ５５ ,,７７ ００ ００   

令令 和和 ５５ 年年 度度   ２２ ００ ８８ ,,５５ ００ ００   

  

  

  

第第   ３３   表表   

  

  

  

債債 務務 負負 担担 行行 為為  

  

（（ 単単 位位   千千 円円 ））   

事事 項項  期期 間間  限限 度度 額額  

  

県県 知知 事事 、、 県県 議議 会会 議議 員員 選選 挙挙  

ポポススタターー掲掲示示場場設設置置等等委委託託料料  

  

令令 和和   ４４   年年 度度 かか らら   

令令 和和   ５５   年年 度度 まま でで   
５５ ,,１１ ００ ７７     

  

市市 長長 、、 市市 議議 会会 議議 員員 選選 挙挙  

ポポススタターー掲掲示示場場設設置置等等委委託託料料  

  

令令 和和   ４４   年年 度度 かか らら   

令令 和和   ５５   年年 度度 まま でで   
２２ ００ ,,４４ ２２ ８８     

  

清清 掃掃 セセ ンン タタ ーー 整整 備備  

・・ 運運 営営 委委 託託 料料  

  

令令 和和   ４４   年年 度度 かか らら   

令令 和和 ２２ ８８ 年年 度度 まま でで   
２２ ７７ ,,７７ ７７ ７７ ,,２２ ００ ００     
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事事 項項  期期 間間  限限 度度 額額  

  

清清 掃掃 セセ ンン タタ ーー 設設 計計  

施施 工工 監監 理理 委委 託託 料料  

  

令令 和和   ４４   年年 度度 かか らら   

令令 和和   ８８   年年 度度 まま でで   
１１ ４４ ３３ ,,９９ ６６ ８８     

  

廃廃 棄棄 物物 処処 理理 施施 設設 関関 連連  

地地 区区 会会 館館 建建 設設 等等 補補 助助 金金  

  

令令 和和   ４４   年年 度度 かか らら   

令令 和和   ５５   年年 度度 まま でで   
３３ ８８ ００ ,,００ ００ ００     

空空 きき ビビ ルル 再再 生生 支支 援援  

事事 業業 費費 補補 助助 金金  
令令 和和   ５５   年年 度度   １１ ００ ,,００ ００ ００     

  

  

  

第第   ４４   表表   

  

  

  

地地 方方 債債  

  

  

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

千千 円円   

  

  

  

  

44,,220000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

災災 害害 用用  

ママ ンン ホホ ーー ルル  

トト イイ レレ  

整整 備備 事事 業業  
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起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

庁庁 舎舎  

  

整整 備備 事事 業業  

千千 円円   

  

  

  

  

338844,,110000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

２２ ５５ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

  

保保 育育 園園  

  

整整 備備 事事 業業  

  

  

2299,,990000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

子子 育育 てて 支支 援援  

セセ ンン タタ ーー  

改改 修修 事事 業業  

  

  

  

3399,,220000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

      

  

同同   上上   

  

  

一一 般般 廃廃 棄棄 物物  

最最 終終 処処 分分 場場  

整整 備備 事事 業業  

  

  

660099,,220000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

      

  

同同   上上   

  

  

清清掃掃セセンンタターー  

  

整整 備備 事事 業業  

  

  

  

7755,,880000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

      

  

同同   上上   

  

─  9  ─ 一般会計



  

  

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

  

造造 林林 事事 業業  

  

千千 円円   

  

  

  

  

44,,990000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

  ５５ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ ５５ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利

均均 等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還

とと すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

  

漁漁 港港  

  

建建 設設 事事 業業  

  

  

2288,,000000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

消消 雪雪 施施 設設  

  

整整 備備 事事 業業  

  

  

3366,,000000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

１１ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ２２ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

道道 路路 新新 設設  

  

改改 良良 事事 業業  

  

  

110088,,880000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ５５ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

橋橋 りり ょょ うう  

新新 設設 改改 良良  

事事     業業  

  

  

99,,110000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

      

  

同同   上上   

  

─  10  ─一般会計



  

  

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

道道 路路 長長 寿寿  

  

命命 化化 事事 業業  

  

千千 円円   

  

  

  

  

1188,,000000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

  １１ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ２２ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

  

河河 川川 改改 良良  

  

事事 業業  

  

  

2255,,990000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

河河 川川 浚浚 渫渫  

  

推推 進進 事事 業業  

  

  

1188,,000000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

１１ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ２２ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

北北 陸陸 新新 幹幹 線線  

  

整整 備備 事事 業業  

  

  

  

441177,,660000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

  ３３ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ５５ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

北北 陸陸 新新 幹幹 線線  

駅駅 周周 辺辺  

整整 備備 事事 業業  

  

  

  

114488,,550000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ５５ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

─  11  ─ 一般会計



  

  

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

北北 陸陸 新新 幹幹 線線  

関関連連公公共共施施設設等等  

整整 備備 事事 業業  

  

千千 円円   

  

  

  

  

3355,,000000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

  ２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ５５ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

  

市市 営営 住住 宅宅  

  

改改 修修 事事 業業  

  

  

1100,,440000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

１１ ５５ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

中中 学学 校校  

    

改改 修修 事事 業業  

  

  

  

3333,,220000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

      同同   上上         

  

  １１ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ２２ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

公公 民民 館館  

  

改改 修修 事事 業業  

  

  

55,,220000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

        

  

同同   上上   

  

  

ププ ララ ザザ 萬萬 象象  

  

改改 修修 事事 業業  

  

  

1111,,440000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

  ２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

─  12  ─一般会計



  

  

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

  

  

  

  

柴柴 田田 氏氏 庭庭 園園  

保保 存存 修修 理理  

事事 業業  

  

  

  

  

千千 円円   

  

  

  

  

3322,,990000  

  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

  

  

44..00  ％％ 以以 内内   

（（ たた だだ しし 、、利利 率率 見見 直直

しし方方 式式 でで借借 りり入入 れれるる

政政 府府 資資 金金 及及 びびそそのの他他

のの 資資 金金 にに つつ いい てて 、、利利

率率 のの見見 直直 ししをを行行 っったた

後後 にに おお いい てて はは 、、当当 該該

見見 直直 しし 後後 のの 利利 率率 ））   

  

１１ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ２２ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 、、 借借 入入 先先 のの 融融

通通 条条 件件 にに 従従 いい 償償 還還 しし 、、

又又 本本 市市 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ

りり 償償 還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 、、 繰繰

上上 げげ 償償 還還 すす るる ここ とと がが でで

きき るる 。。   

  

  

  

  

  

7788,,990000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

    

  

同同   上上   

  

  

体体 育育 施施 設設  

  

改改 修修 事事 業業  

  

  

2255,,880000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

      

  

同同   上上   

  

  

臨臨 時時 財財 政政  

  

対対 策策 債債  

  

  

  

660000,,000000  

  

  

    同同   上上       

  

  

  

  

      同同   上上         

  

  ２２ ００ 年年 以以 内内 （（ うう ちち 据据

置置 ３３ 年年 以以 内内 ）） のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すす るる 。。   

  たた だだ しし 書書 同同 文文   

  

合合 計計  

  

22,,779900,,000000  

   

 

史史 跡跡 武武 田田  

耕耕 雲雲 斎斎 等等 墓墓  

活活 用用 整整 備備

事事 業業  
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第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市港港湾湾施施設設事事業業特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの港港湾湾施施設設事事業業特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるとと

こころろにによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ２２００,,９９００７７千千円円

とと定定めめるる。。

２２ 歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                              敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　11　号　議　案

─  15  ─ 港湾施設事業特別会計



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

19,769

1

1,137

3

9

12

使用料及び手数料

繰 越 金

諸 収 入

5

5

5
10

使 用 料

繰 越 金

市預金利子
雑 入

19,769

1

1
1,136

歳 入 合 計 20,907

─  16  ─港湾施設事業特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

4

6

9

港湾施設事業費

諸支出金

公 債 費

予 備 費

4,028

15,209

1,570

100

5

5

5

5

管 理 費

繰 出 金

公 債 費

予 備 費

4,028

15,209

1,570

100

歳 出 合 計 20,907

─  17  ─ 港湾施設事業特別会計
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第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市国国民民健健康康保保険険

（（事事業業勘勘定定のの部部及及びび施施設設勘勘定定のの部部））特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの国国民民健健康康保保険険（（事事業業勘勘定定のの部部及及びび施施設設勘勘定定のの部部

））特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろにによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 事事業業勘勘定定のの部部のの歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ

６６,,５５９９８８,,６６３３８８千千円円とと定定めめるる。。

２２ 施施設設勘勘定定のの部部のの歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ

２２８８,,６６７７４４千千円円とと定定めめるる。。

３３ 事事業業勘勘定定のの部部及及びび施施設設勘勘定定のの部部のの歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび

当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表 歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

（（歳歳出出予予算算のの流流用用））

第第２２条条 地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２２２００条条第第２２項項たた

だだしし書書のの規規定定にによよりり、、事事業業勘勘定定のの部部及及びび施施設設勘勘定定のの部部のの歳歳出出予予算算のの

各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるここととががででききるる場場合合はは、、次次ののととおおりりとと定定

めめるる。。

((11))       各各項項にに計計上上ししたた報報酬酬、、給給料料、、職職員員手手当当等等及及びび共共済済費費にに係係るる予予算算

額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各

項項のの間間のの流流用用

((22))       保保険険給給付付費費のの各各項項にに計計上上さされれたた予予算算額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合にに

おおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                                    敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　12　号　議　案

─  19  ─ 国民健康保険特別会計



─  20  ─



（事業勘定の部）

─  21  ─



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

1,238,405

400

1

4,875,876

474,940

1

9,015

3

6

9

12

27

30

33

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

5

5

10

5

5

5

5
10
15

国民健康保険税

手 数 料

国庫補助金

県負担金

他会計繰入金

繰 越 金

延滞金加算金及び過料
市預金利子
雑 入

1,238,405

400

1

4,875,876

474,940

1

6,010
1

3,004

歳 入 合 計 6,598,638

─  22  ─国民健康保険（事業勘定の部）特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

6

8

24

30

33

総 務 費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

諸支出金

予 備 費

110,808

4,815,738

1,590,132

47,924

33,936

100

5
10
15

5
10
15
20
25
30

5
10
15

5
10

5
10

5

総務管理費
徴 税 費
運営協議会費

療養諸費
高額療養費
移 送 費
出産育児諸費
葬祭諸費
傷病手当諸費

医療給付費分
後期高齢者支援金等分
介護納付金分

特定健康診査等事業費
保健事業費

償還金及び還付加算金
繰 出 金

予 備 費

74,831
35,714
263

4,123,992
673,929

71
12,600
4,850
296

1,092,986
369,040
128,106

39,176
8,748

10,801
23,135

100

歳 出 合 計 6,598,638

─  23  ─ 国民健康保険（事業勘定の部）特別会計



─  24  ─



（施設勘定の部）

─  25  ─



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

5,491

3

23,135

1

44

3

6

9

12

15

診療収入

使用料及び手数料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

5

5

5

5

5

外来収入

手 数 料

事業勘定繰入金

繰 越 金

雑 入

5,491

3

23,135

1

44

歳 入 合 計 28,674

─  26  ─国民健康保険（施設勘定の部）特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

6

9

総 務 費

医 業 費

予 備 費

22,857

5,767

50

5

5

5

施設管理費

医 業 費

予 備 費

22,857

5,767

50

歳 出 合 計 28,674

─  27  ─ 国民健康保険（施設勘定の部）特別会計



─  28  ─



第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市介介護護保保険険特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの介介護護保保険険特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろ

にによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ６６,,２２７７５５,,５５６６００

千千円円とと定定めめるる。。

２２ 歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

（（歳歳出出予予算算のの流流用用））

第第２２条条 地地方方自自治治法法（（昭昭和和２２２２年年法法律律第第６６７７号号））第第２２２２００条条第第２２項項たた

だだしし書書のの規規定定にによよりり、、歳歳出出予予算算のの各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるこことと

ががででききるる場場合合はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。

((11))       各各項項にに計計上上ししたた給給料料、、職職員員手手当当等等及及びび共共済済費費にに係係るる予予算算額額にに過過

不不足足をを生生じじたた場場合合ににおおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間

のの流流用用

((22))       保保険険給給付付費費のの各各項項にに計計上上さされれたた予予算算額額にに過過不不足足をを生生じじたた場場合合にに

おおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                                    敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　13　号　議　案

─  29  ─ 介護保険特別会計



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

1,317,325

1

1,470,731

1,621,187

879,661

986,650

1

4

3

6

9

12

15

21

24

27

保 険 料

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

5

5

5
10

5

5
15

5

5

5
10
15

介護保険料

手 数 料

国庫負担金
国庫補助金

支払基金交付金

県負担金
県補助金

一般会計繰入金

繰 越 金

延滞金加算金及び過料
市預金利子
雑 入

1,317,325

1

1,048,275
422,456

1,621,187

822,624
57,037

986,650

1

1
1
2

歳 入 合 計 6,275,560

─  30  ─介護保険特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

6

9

18

総 務 費

保険給付費

地域支援事業費

諸支出金

133,792

5,756,605

383,163

2,000

5
10
15
20

5
10
15
20
25
30

6

8
10
15

5

総務管理費
徴 収 費
介護認定審査会費
趣旨普及費

介護サービス等諸費
介護予防サービス等諸費
その他諸費
高額介護サービス等費
高額医療合算介護サービス等費
特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事

一般介護予防事業費
包括的支援事業・任意事業費
その他諸費

償還金及び還付加算金

86,814
3,718
42,662
598

5,377,394
129,740
8,102
129,046
15,529
96,794

204,474

42,134
135,383
1,172

2,000

業費

歳 出 合 計 6,275,560

─  31  ─ 介護保険特別会計



─  32  ─



第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市産産業業団団地地整整備備事事業業特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの産産業業団団地地整整備備事事業業特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめ

るるととこころろにによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ３３ ,,２２７７５５千千円円とと

定定めめるる。。

２２ 歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                                敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　14　号　議　案

─  33  ─ 産業団地整備事業特別会計



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

3,274

1

15

18

繰 入 金

繰 越 金
5

5

繰 入 金

繰 越 金

3,274

1

歳 入 合 計 3,275

─  34  ─産業団地整備事業特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3 産業団地整備事業費 3,275

5 産業団地整備事業費 3,275

歳 出 合 計 3,275

─  35  ─ 産業団地整備事業特別会計



─  36  ─



第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるる

ととこころろにによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ９９３３１１,,６６６６００千千

円円とと定定めめるる。。

２２ 歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                                    敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　15　号　議　案

─  37  ─ 後期高齢者医療特別会計



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

735,611

40

194,648

1

1,360

3

6

12

15

18

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

5

5

5

5

5
10

後期高齢者医療保険料

手 数 料

一般会計繰入金

繰 越 金

延滞金加算金及び過料
償還金及び還付加算金

735,611

40

194,648

1

40
1,320

歳 入 合 計 931,660

─  38  ─後期高齢者医療特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

3

6

9

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

6,516

923,824

1,320

5
10

5

5

総務管理費
徴 収 費

後期高齢者医療広域連合納付金

償還金及び還付加算金

2,959
3,557

923,824

1,320

歳 出 合 計 931,660

─  39  ─ 後期高齢者医療特別会計



─  40  ─



第第     号号 議議 案案

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市公公共共用用地地先先行行取取得得事事業業特特別別会会計計予予算算

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市のの公公共共用用地地先先行行取取得得事事業業特特別別会会計計のの予予算算はは、、次次にに

定定めめるるととこころろにによよるる。。

（（歳歳入入歳歳出出予予算算））

第第１１条条 歳歳入入歳歳出出予予算算のの総総額額はは、、歳歳入入歳歳出出そそれれぞぞれれ３３００,,６６４４００千千円円

とと定定めめるる。。

２２ 歳歳入入歳歳出出予予算算のの款款項項のの区区分分及及びび当当該該区区分分ごごととのの金金額額はは、、「「第第１１表表

歳歳入入歳歳出出予予算算」」にによよるる。。

    令令和和 ４４ 年年 ２２ 月月２２４４日日 提提出出

                                敦敦賀賀市市長長    渕渕 上上 隆隆 信信

第　16　号　議　案

─  41  ─ 公共用地先行取得事業特別会計



第 １ 表 歳入歳出予算
１ 歳 入

款 項 金 額

（単位：千円）

30,639

1

5

15

財産収入

繰 越 金
5

5

財産売払収入

繰 越 金

30,639

1

歳 入 合 計 30,640

─  42  ─公共用地先行取得事業特別会計



款 項 金 額

２ 歳 出 （単位：千円）

15 公 債 費 30,640

5 公 債 費 30,640

歳 出 合 計 30,640

─  43  ─ 公共用地先行取得事業特別会計



─  44  ─



第第        号号   議議   案案   

  

  

令令和和４４年年度度市市立立敦敦賀賀病病院院事事業業会会計計予予算算  

  

  （（総総    則則））  

第第１１条条  令令和和４４年年度度市市立立敦敦賀賀病病院院事事業業会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととここ

ろろにによよるる。。  

  （（業業務務のの予予定定量量））   

第第２２条条  業業務務のの予予定定量量はは、、次次ののととおおりりととすするる。。   

((11))  病病   床床   数数        

      一一 般般 病病 床床                333300床床   

      感感染染症症病病床床                  22床床   

((22))  患患   者者   数数  

                        年年 間間 患患 者者 数数      １１日日平平均均患患者者数数   

      入入   院院   延延                  8800,,666655人人               222211人人   

      外外 来来 延延            116655,,996699人人               668833人人   

((33))  主主要要なな建建設設改改良良事事業業  

        嶺嶺南南地地域域急急性性期期医医療療体体制制強強化化事事業業           222233,,335588千千円円  

        医医療療情情報報シシスステテムム整整備備事事業業                 660000,,660000千千円円  

  （（収収益益的的収収入入及及びび支支出出））   

第第３３条条  収収益益的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

収収     入入   

第第１１款款  病病 院院 事事 業業 収収 益益                      88,,664499,,229955千千円円  

第第１１項項  医医 業業 収収 益益                      77,,223300,,006600千千円円  

第第２２項項  医医 業業 外外 収収 益益                      11,,441199,,223355千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  病病 院院 事事 業業 費費 用用                      88,,775522,,228855千千円円  

第第１１項項  医医 業業 費費 用用                      88,,449988,,991122千千円円  

第第２２項項  医医 業業 外外 費費 用用                        220044,,223322千千円円  

第　17　号　議　案

─  45  ─ 市立敦賀病院事業会計



第第３３項項  特特 別別 損損 失失                            4488,,664411千千円円  

第第４４項項  予予 備備 費費                            550000千千円円  

  （（資資本本的的収収入入及及びび支支出出））   

第第４４条条  資資本本的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

  （（資資本本的的収収入入額額がが資資本本的的支支出出額額にに対対しし不不足足すするる額額６６４４９９,,５５９９７７千千  

円円はは、、過過年年度度分分損損益益勘勘定定留留保保資資金金６６４４４４,,５５９９７７千千円円及及びび市市立立敦敦賀賀  

病病院院事事業業基基金金５５,,００００００千千円円でで補補ててんんすするるももののととすするる。。））   

収収     入入   

第第１１款款  資資 本本 的的 収収 入入                        885577,,660055千千円円  

第第１１項項  企企 業業 債債                        445599,,220000千千円円  

第第２２項項  負負 担担 金金                        228866,,772266千千円円  

第第３３項項  補補 助助 金金                        111111,,667788千千円円  

  第第４４項項  投投 資資 返返 戻戻 金金                              11千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  資資 本本 的的 支支 出出                      11,,550077,,220022千千円円  

  第第１１項項  建建 設設 改改 良良 費費                        998811,,117788千千円円  

第第２２項項  企企業業債債償償還還金金                        447755,,662244千千円円  

    第第３３項項  投投 資資                          5500,,440000千千円円  

  （（債債務務負負担担行行為為））  

第第５５条条  債債務務負負担担行行為為ををすするるここととががででききるる事事項項、、期期間間及及びび限限度度額額はは、、

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

（（単単位位  千千円円））  

事事       項項   期期       間間   限限   度度   額額   

給給 食食 業業 務務 委委 託託 料料  
令令和和５５年年度度かからら  

令令和和７７年年度度ままでで   
４４９９３３,,４４２２５５  
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（（企企  業業  債債））  

第第６６条条  起起債債のの目目的的、、限限度度額額、、起起債債のの方方法法、、利利率率及及びび償償還還のの方方法法はは、、

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

医医療療機機器器   

整整備備事事業業   

千千円円   

  

  

  

445599,,220000  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

44..00  ％％以以内内   

（（たただだしし、、利利率率見見

直直しし方方式式でで借借りり入入

れれるる政政府府資資金金及及びび

そそのの他他のの資資金金ににつつ

いいてて、、利利率率のの見見直直

ししをを行行っったた後後ににおお

いいててはは、、当当該該見見直直

しし後後のの利利率率））   

  ５５年年以以内内（（ううちち据据置置１１

年年以以内内））のの元元利利均均等等又又はは

元元金金均均等等償償還還ととすするる。。   

  たただだしし、、借借入入先先のの融融通通

条条件件にに従従いい償償還還しし、、又又企企

業業 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ りり 償償

還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 しし 繰繰 上上 げげ

償償還還すするるここととががででききるる。。  

  （（一一時時借借入入金金））   

第第７７条条  一一時時借借入入金金のの限限度度額額はは、、２２ ,,００００００,,００００００千千円円とと定定めめるる。。   

  （（予予定定支支出出のの各各項項のの経経費費のの金金額額のの流流用用））  

第第８８条条  予予定定支支出出のの各各項項のの経経費費のの金金額額をを流流用用すするるここととががででききるる場場合合はは

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。  

((11))  各各項項にに計計上上ししたた職職員員給給与与費費にに係係るる予予定定支支出出額額にに過過不不足足をを生生じじたた

場場合合ににおおけけるる同同一一款款内内ででののここれれららのの経経費費のの各各項項のの間間のの流流用用   

  （（議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればば流流用用すするるここととののででききなないい経経費費））   

第第９９条条  次次にに掲掲げげるる経経費費ににつついいててはは、、そそのの経経費費のの金金額額ををそそれれ以以外外のの経経

費費のの金金額額にに流流用用しし、、又又ははそそれれ以以外外のの経経費費ををそそのの経経費費のの金金額額にに流流用用すす

るる場場合合はは、、議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればばななららなないい。。   

        職職 員員 給給 与与 費費                          44,,331133,,883399千千円円  

  （（たたなな卸卸資資産産購購入入限限度度額額））   

第第１１００条条  たたなな卸卸資資産産のの購購入入限限度度額額はは、、１１,,９９８８００,,２２６６８８千千円円とと定定めめ

るる。。  

（（重重要要なな資資産産のの取取得得及及びび処処分分））   

、、   
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第第１１１１条条  重重要要なな資資産産のの取取得得及及びび処処分分はは、、次次ののととおおりりととすするる。。   

種種   類類            名名   称称               数数   量量   

  取取得得すするる資資産産    医医療療器器械械    放放射射線線医医用用画画像像情情報報シシスステテムム   １１式式  

                  医医療療器器械械    医医療療情情報報シシスステテムム             １１式式  

                  備備     品品     電電話話交交換換機機                   １１式式  

  

  

    令令和和  ４４  年年  ２２   月月２２４４日日  提提出出   

  

  

  

                                  敦敦賀賀市市長長    渕渕   上上   隆隆   信信   
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水水道道事事業業会会計計  

第第         号号   議議   案案   

  

  

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市水水道道事事業業会会計計予予算算  

  

  （（総総    則則））  

第第１１条条  令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市水水道道事事業業会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととこころろ

にによよるる。。  

  （（業業務務のの予予定定量量））   

第第２２条条  業業務務のの予予定定量量はは、、次次ののととおおりりととすするる。。   

((11))  給給 水水 戸戸 数数                          3311,,333300戸戸   

((22))  年年 間間 総総 給給 水水 量量                        99,,224466,,772200㎥㎥   

((33))  １１ 日日 平平 均均 給給 水水 量量                          2255,,333333㎥㎥   

((44))  主主要要なな建建設設改改良良事事業業  

        管管路路改改良良事事業業                                  228877,,117700千千円円  

        昭昭和和浄浄水水場場電電気気設設備備改改良良事事業業                   8833,,660000千千円円  

谷谷ポポンンププ場場新新設設事事業業                              3300,,000000千千円円  

  （（収収益益的的収収入入及及びび支支出出））   

第第３３条条  収収益益的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

収収     入入   

第第１１款款  水水 道道 事事 業業 収収 益益                      11,,446600,,228855千千円円  

第第１１項項  営営 業業 収収 益益                      11,,116699,,775533千千円円  

第第２２項項  営営 業業 外外 収収 益益                        229900,,553322千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  水水 道道 事事 業業 費費 用用                      11,,227788,,779900千千円円  

第第１１項項  営営 業業 費費 用用                      11,,114477,,773399千千円円  

第第２２項項  営営 業業 外外 費費 用用                        112288,,007766千千円円  

第第３３項項  特特 別別 損損 失失                          22,,667755千千円円  

第第４４項項  予予 備備 費費                            330000千千円円  

    

第　18　号　議　案
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水水道道事事業業会会計計  

（（資資本本的的収収入入及及びび支支出出））   

第第４４条条  資資本本的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

  （（資資本本的的収収入入額額がが資資本本的的支支出出額額にに対対しし不不足足すするる額額５５９９７７,,４４４４６６千千

円円はは、、建建設設改改良良積積立立金金１１４４００,,００００００千千円円、、過過年年度度分分損損益益勘勘定定留留保保

資資金金３３６６２２,,１１５５３３千千円円及及びび当当年年度度分分損損益益勘勘定定留留保保資資金金   

９９５５,,２２９９３３千千円円でで補補ててんんすするるももののととすするる。。））   

収収     入入   

第第１１款款  資資 本本 的的 収収 入入                        332222,,441111千千円円  

第第１１項項  企企 業業 債債                        225500,,990000千千円円  

第第２２項項  負負担担区区分分にに基基づづくく負負担担金金                 3377,,991111千千円円  

第第３３項項  工工 事事 負負 担担 金金                          3333,,660000千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  資資 本本 的的 支支 出出                          991199,,885577千千円円  

第第１１項項  建建 設設 改改 良良 費費                        551100,,665522千千円円  

第第２２項項  企企業業債債償償還還金金                        440099,,220055千千円円  

  （（継継  続続  費費））  

第第５５条条  継継続続費費のの総総額額及及びび年年割割額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

                                                        （（単単位位   千千円円））   

款款   項項   事事 業業 名名  総総   額額   年年   度度   年年割割額額   

11  資資本本的的支支出出  11  建建設設改改良良費費  

昭昭 和和 浄浄 水水 場場  

電電 気気 設設 備備  

改改 良良 事事 業業  

１１６６７７ ,,２２００００   

令令和和４４年年度度   ８８３３ ,,６６００００   

令令和和５５年年度度   ８８３３ ,,６６００００   
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水水道道事事業業会会計計  

  （（企企  業業  債債））  

第第６６条条  起起債債のの目目的的、、限限度度額額、、起起債債のの方方法法、、利利率率及及びび償償還還のの方方法法はは、、

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

配配水水設設備備   

  

改改良良事事業業   

千千円円   

  

  

  

225500,,990000  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

44..00  ％％以以内内   

（（たただだしし、、利利率率見見

直直しし方方式式でで借借りり入入

れれるる政政府府資資金金及及びび

そそのの他他のの資資金金ににつつ

いいてて、、利利率率のの見見直直

ししをを行行っったた後後ににおお

いいててはは、、当当該該見見直直

しし後後のの利利率率））   

  ４４００年年以以内内（（ううちち据据置置

５５年年以以内内））のの元元利利均均等等又又

はは元元金金均均等等償償還還ととすするる。。  

  たただだしし、、借借入入先先のの融融通通

条条件件にに従従いい償償還還しし、、又又企企

業業 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ りり 償償

還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 しし 繰繰 上上 げげ

償償還還すするるここととががででききるる。。  

（（一一時時借借入入金金））   

第第７７条条  一一時時借借入入金金のの限限度度額額はは、、３３００ ,,００００００千千円円とと定定めめるる。。   

  （（議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればば流流用用すするるここととののででききなないい経経費費））   

第第８８条条  次次にに掲掲げげるる経経費費ににつついいててはは、、そそのの経経費費のの金金額額ををそそれれ以以外外のの経経

費費のの金金額額にに流流用用しし、、又又ははそそれれ以以外外のの経経費費ををそそのの経経費費のの金金額額にに流流用用すす

るる場場合合はは、、議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればばななららなないい。。   

職職 員員 給給 与与 費費                            111133,,889900千千円円  

  （（たたなな卸卸資資産産購購入入限限度度額額））   

第第９９条条  たたなな卸卸資資産産のの購購入入限限度度額額はは、、８８,,８８６６００千千円円とと定定めめるる。。   

  

  

    令令和和  ４４  年年  ２２   月月２２４４日日  提提出出   

  

  

  

                                  敦敦賀賀市市長長    渕渕   上上   隆隆   信信   
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下下水水道道事事業業会会計計  

第第         号号   議議   案案   

  

  

令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市下下水水道道事事業業会会計計予予算算   

  

  （（総総    則則））  

第第１１条条  令令和和４４年年度度敦敦賀賀市市下下水水道道事事業業会会計計のの予予算算はは、、次次にに定定めめるるととここ

ろろにによよるる。。  

  （（業業務務のの予予定定量量））   

第第２２条条  業業務務のの予予定定量量はは、、次次ののととおおりりととすするる。。   

((11))  接接 続続 戸戸 数数                          2255,,448800戸戸   

((22))  年年 間間 総総 処処 理理 水水 量量                        88,,995544,,220000㎥㎥   

((33))  １１ 日日 平平 均均 処処 理理 水水 量量                          2244,,553322㎥㎥   

((44))  主主要要なな建建設設改改良良事事業業  

        汚汚水水管管渠渠整整備備事事業業                          446677,,885500千千円円  

        雨雨水水管管渠渠整整備備事事業業                             5522,,000000千千円円  

        松松島島ポポンンププ場場改改築築事事業業                      8800,,000000千千円円  

    （（収収益益的的収収入入及及びび支支出出））   

第第３３条条  収収益益的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

収収     入入   

第第１１款款  下下水水道道事事業業収収益益                      22,,449911,,778844千千円円  

第第１１項項  営営 業業 収収 益益                      11,,337766,,226666千千円円  

第第２２項項  営営 業業 外外 収収 益益                      11,,111155,,551188千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  下下水水道道事事業業費費用用                      22,,227733,,331133千千円円  

第第１１項項  営営 業業 費費 用用                      22,,001166,,884455千千円円  

第第２２項項  営営 業業 外外 費費 用用                        224499,,666677千千円円  

第第３３項項  特特 別別 損損 失失                            66,,330011千千円円  

第第４４項項  予予 備備 費費                            550000千千円円  

    

第　19　号　議　案
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下下水水道道事事業業会会計計  

（（資資本本的的収収入入及及びび支支出出））   

第第４４条条  資資本本的的収収入入及及びび支支出出のの予予定定額額はは、、次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

  （（資資本本的的収収入入額額がが資資本本的的支支出出額額にに対対しし不不足足すするる額額１１,,００５５９９,,００６６５５

千千円円はは、、過過年年度度分分損損益益勘勘定定留留保保資資金金９９８８,,７７３３５５千千円円、、当当年年度度分分損損

益益勘勘定定留留保保資資金金７７５５００,,３３３３００千千円円及及びび利利益益剰剰余余金金処処分分額額   

２２１１００,,００００００千千円円でで補補ててんんすするるももののととすするる。。））   

収収     入入   

第第１１款款  資資 本本 的的 収収 入入                          885544,,114444千千円円  

第第１１項項  企企 業業 債債                        557733,,660000千千円円  

第第２２項項  受受益益者者負負担担金金                          1199,,229944千千円円  

第第３３項項  補補 助助 金金                        220033,,225500千千円円  

第第４４項項  工工 事事 負負 担担 金金                          5522,,000000千千円円  

第第５５項項  貸貸付付金金償償還還金金                            66,,000000千千円円  

支支     出出   

第第１１款款  資資 本本 的的 支支 出出                      11,,991133,,220099千千円円  

第第１１項項  建建 設設 改改 良良 費費                        665566,,332266千千円円  

第第２２項項  企企業業債債償償還還金金                      11,,225500,,888833千千円円  

第第３３項項  貸貸 付付 金金                              66,,000000千千円円  

    （（債債務務負負担担行行為為））   

第第５５条条  債債務務負負担担行行為為ををすするるここととががででききるる事事項項、、期期間間及及びび限限度度額額はは、、

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

  （（単単位位  千千円円））  

事事       項項   期期       間間   限限   度度   額額   

水水洗洗便便所所改改造造資資金金   

貸貸付付金金利利子子補補給給金金   

令令和和５５年年度度かからら  

令令和和９９年年度度ままでで  
２２８８５５  
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  （（企企  業業  債債））  

第第６６条条  起起債債のの目目的的、、限限度度額額、、起起債債のの方方法法、、利利率率及及びび償償還還のの方方法法はは、、

次次ののととおおりりとと定定めめるる。。   

起起 債債 のの 目目 的的  限限 度度 額額  起起 債債 のの 方方 法法  利利 率率  償償 還還 のの 方方 法法  

下下   水水   道道   

建建     設設   

改改良良事事業業   

千千円円   

  

  

  

339955,,220000  

  

  

証証 書書 借借 入入 又又 はは  

証証 券券 発発 行行  

  

政政 府府 資資 金金  

そそ のの 他他  

44..00  ％％以以内内   

（（ たた だだ しし 、、 利利 率率 見見

直直 しし 方方 式式 でで 借借 りり 入入

れれ るる 政政 府府 資資 金金 及及 びび

そそ のの 他他 のの 資資 金金 にに つつ

いい てて 、、 利利 率率 のの 見見 直直

しし をを 行行 っっ たた 後後 にに おお

いい てて はは 、、 当当 該該 見見 直直

しし後後のの利利率率））   

  ４４００年年以以内内（（ううちち据据置置

５５年年以以内内））のの元元利利均均等等又又

はは元元金金均均等等償償還還ととすするる。。  

  たただだしし、、借借入入先先のの融融通通

条条件件にに従従いい償償還還しし、、又又企企

業業 財財 政政 のの 都都 合合 にに よよ りり 償償

還還 年年 限限 をを 短短 縮縮 しし 繰繰 上上 げげ

償償還還すするるここととががででききるる。。  

資資   本本   費費   

  

平平準準化化債債   

8822,,990000  同同   上上   同同   上上   

  ２２００年年以以内内（（ううちち据据置置

５５年年以以内内））のの元元利利均均等等又又

はは元元金金均均等等償償還還ととすするる。。  

  たただだしし書書同同文文   

下下   水水   道道   

事事     業業   

借借   換換   債債   

9955,,550000  同同   上上   同同   上上   

  ２２ ００ 年年 以以 内内 のの 元元 利利 均均

等等 又又 はは 元元 金金 均均 等等 償償 還還 とと

すするる。。   

  たただだしし書書同同文文   

合合     計計   557733,,660000  
      

（（一一時時借借入入金金））   

第第７７条条  一一時時借借入入金金のの限限度度額額はは、、１１,,５５００００,,００００００千千円円とと定定めめるる。。   

  （（議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればば流流用用すするるここととののででききなないい経経費費））   

第第８８条条  次次にに掲掲げげるる経経費費ににつついいててはは、、そそのの経経費費のの金金額額ををそそれれ以以外外のの経経

費費のの金金額額にに流流用用しし、、又又ははそそれれ以以外外のの経経費費ををそそのの経経費費のの金金額額にに流流用用すす

るる場場合合はは、、議議会会のの議議決決をを経経ななけけれればばななららなないい。。   

        職職 員員 給給 与与 費費                              9966,,332244千千円円  
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  （（利利益益剰剰余余金金のの処処分分））   

第第９９条条  利利益益剰剰余余金金ののううちち２２１１００,,００００００千千円円はは、、次次ののととおおりり処処分分すす

るるももののとと定定めめるる。。   

減減 債債 積積 立立 金金                            221100,,000000千千円円  

  （（たたなな卸卸資資産産購購入入限限度度額額））   

第第１１００条条  たたなな卸卸資資産産のの購購入入限限度度額額はは、、７７４４６６千千円円とと定定めめるる。。   

  

  

    令令和和  ４４  年年  ２２   月月２２４４日日  提提出出   

  

  

  

                                敦敦賀賀市市長長    渕渕   上上   隆隆   信信   
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